
（1う今後の介護保険施設の機能や在り方  
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① 介護施設の状況につし1て  
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「   

平成12年度から、8年間で特別養護老人ホームは約12万、老人保健施設は約9万、  
グループホ⊥ムは約13万増加し、介護療養型医療施設は約1．7万減少している。  

（各年10月1日現在）  
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（注）1特定施   

2特別養  

については、平成16年以前の統計は存在しない。  

老人ホーム及び特定施設の平成18年及び19年の数字は、それぞれ地域密着型（定員29人以下）のものは含まない。  

省「介護サービス施設ヰ業所調査」  3   （出典）厚生労  



サービス類型ご との利用者数／給付費内訳等  

サービス利用者のうち、居宅サービスは66％、施設サービスは26％であるが、  

給付費においては、居宅サービスは44％、施設サービスは46％となっている。  

利用者・給付責内訳  

○利用者内訳  
○給付費内訳（補足給付含む）  

凝居宅サービス  

272′91   

46  聖地域密着型   

サービス   

施設サービス  

（単位：千円／人）   サービスごとの1人当たり給付費（補足給付含む）  
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（出典）厚生労働省「介護給付費実態調査 平成22年4月審査分」   



シルバーハウジング  

高齢者専用賃貸住宅  

高齢者向け  

優良賃貸住宅  

認知症高齢者  

グループホーム  

有料老人ホーム  

高齢者向け住宅  

85′385戸   

】  

指定なし 53′264  

特定施設入居者生活介護  

155′563  

その他の施設・  

居住系サービス  

501′556人  

軽責老人ホーム  

養護老人ホーム   

笥  
介護保険3施設、  

その他の施設・居  

住系サービスに比  

べ、島巌塵鷹度盛   

計1′428′005   

特別養護老人ホーム  

介護保険3施設  

841′064人  

老人保健施設  

99，309（H20．10）  介護療養型医療施設  



介護保険施設等の概要  

特定施設  

介護老人福祉施設  介護療養型  認知症高齢者  （有料老人ホーム、  
（特別養護老人ホーム）  老人保健施設  

医療施設  グループホー  ケアハウス等）  

（注1）  
（注1〉   

要介護高齢者が  
重医療・要介護   認知症高齢者の    要介護高齢者も  

基本的性格   
要介護高齢者の  

在宅復帰を目指す             高齢者の長期療  ための共同生活    含めた高齢者の  
ための生活施設   リハビリテーション  

住居  ための生活施設   
施設   

施設数   6，015   3，500   2，252  9，292  L   2，617   

132，0691  97，645  
定員数   422，703   319，052   99，309  

（注2） （注2）   

l   

（注1）介護老人福祉施設及び特定施設の施設数及び定員数（利用者数）は、地域密着型施設を除いた数字ある0  
（注2）認知症高齢者グループホーム及び特定施設については定員数ではなく利用者数を記載している。  
（資料出所）施設数、定員数（利用者数）については、厚生労働省「介護サービス施設ヰ業前調査」（平成20如0月1日時点）。   



介護保険施設等の主な基準等  

山 ）特別養言隻  
老人保健施設   

介護療養型  認知症高齢者  

医療施設  グループホーム   
特定施設   

老人ホーム  

平均要介護度  3．83   3．9   4‘．36   2．65   2．69   

平均在所日数  1，465．1日  277．6日   427．2日   （データなし）   （データなし）   

介護報酬（要介護3）  792単位  915単位   1，142単位   865単位   711単位   

1人当たり居室面積  ／10．65ポ以上   8nて以上   6．4ポ以上   7．43ポ以上   適当な広さ   

1部屋の定員数  4人以下 u   4人以下   4人以下   原則個室   原則個室   

医師  

看護職員  

主  

な  所者100人の  

場合、看護3人   

貝  

配  

置   

基  

準   」  
常勤1以上  100：1以上  

生活（支援）相談員   

100：1以上  （うち1名常勤）  

介護支援専門員  r 1  常勤1以上   常勤1以上   常勤1以上   1以上   1以上  

（計画作成担当者）  】100‥1を標準  100：1を標準   100：1以上  100：1を標準   

1平均要介護度は、厚生労働省「介護給付費実態調査」（平成21年2月審査分）から算出  

2平均在所日数については、厚生労働省「介護サービス施設ヰ業所調査」（平成19年9月中の退所者等について）  

3特定施設は、外部サー亘ス利用型特定施設を除く0   



介護老人福祉施設（特養）、介護老人保健施設における  
介護支援専門員の役割に係る規定について  

1介護老人福祉施設   
指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年三月三十一日厚生省令第三十九号）   

第十二条 指定介護老人福祉施翠の管理者は、介護支援専門員に施設サービス計画の作成に関する業務を担当させるものとする。   
第二十二条の二 計画担当介護支援専門員は、第十二条に規定する業務のほか、次に掲げる業務を行うものとする。  
一 入所申込者の入所に際し、その者に係る居宅介護支援事業者に対する照会等により、その者の心身の状況、生活歴、病歴、  
指定居宅サービス等の利用状況等を把握すること。  
二 入所者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、その者が居宅において日常生活を営むことができるかどうかに  
ついて定期的に検討すること。  
三 その心身の状況、その置かれている環境等に照らし、居宅において日常生活を営むことができると認められる入所者に対し、  
その者及びその家族の希望、その者が退所後に置かれることとなる環境等を勘案し、その者の円滑な退所のために必要な援助  
を行うこと。  
四 入所者の退所に降し、居宅サービス計画の作成等の援助に資するため、居宅介護支援事業者に対して情報を提供するほ  
か、保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者と密接に連携すること。  
五 第十一条第五項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を  
記録すること。  
六 第三十三条第二項に規定する苦情の内容等を記録すること。  
七第三十五条第三項に規定する事故の状声及び事故に際して採った処置について記録すること。  

2 介護老人保健施設   
介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成十一年三月三十一日厚生省令第四十号）   

第十四条 介護老人保健施設の管理者は、介護支援専門員に施設サービス計画の作成に関する業務を担当させるものとする。   
第二十四条の二 計画担当介護支援専門員は、第十四条に規定する業務のほか、次に掲げる業務を行うものとする。  
一 入所申込者の入所に際し、その者に係る居宅介護支援事業者に対する照会等により、その者の心身の状況、生活歴、病歴、  
指定居宅サービス等の利用状況等を把握すること。  
ニ 入所者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、その者が居宅において日常生活を営むことができるかどうかについ  
て定期的に検討し、その内容等を記録すること。  
三 入所者の退所に際し、居宅サービス計画の作成等の援助に資するため、居宅介護支援事業者に対して情報を提供するほか、   
保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者と密接に連携すること。  
四 第三十四条第二項に規定する苦情の内容等を記録すること。  
五 第三十六条第二項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置について記録すること。  

介護老人福祉施設（特養）、介護老人保健施設における  
生活相談員、 支援相談員の役割に係る規定について  

1生活相談員に係る規定  
介護老人福祉施設   
指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年三月三十一日厚生省令第三十九号）  
第七条  
4 指定介護老人福祉施設は、入所者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、その者が居宅において  
日常生活を営むことができるかどうかについて定期的に検討しなければならない。  

5 前項の検討に当たっては、生活相談員、介護職員、看護職員、介護支援専門員等の従業者の間で協議しなけれ  
ばならない。  

2 支援相談員に係る規定  
介護老人保健施設   
介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成十一年三月三十一日厚生省令第四十号）  

第八条  
4 介護老人保健施設は、入所者の心身の状況、病状、その置かれている環境等に照らし、その者が居宅におい  
て日常生活を営むことができるかどうかについて定期的に検討し、その内容等を記録しなければならない。  

5 前項の検討に当たっては、医師、薬剤師、看護・介護職員、支援相談員、介護支援専門員等の従業者の間で  
協議しなければならない。  
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入所者の平均要介護度については、介護保険3施設いずれも上昇している。  

平成13年平成14年平成15年平成16年平成17年平成18年平成19年平成20年 1。  
査（各年11月審査分）   平成15～20年介護サービス施設博美所調査（各年10月1日）   平成13～14年介  




